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メリット１：ふくいメディカルネットの利用により、医療機関間で治療、処方、検査などの情報がいつでも確認可能。スムーズに適切な診断・治療
メリット２：ふくいみまもりSNSの利用により、かかりつけ医、在宅医療の多職種、患者・家族間で情報共有可能。在宅医療における見守り機能が強化

将来像（案）

ふくいみまもりSNS

（SNS連携システム）
①多職種間でのSNS

②患者・家族を含むSNS

①ご自宅で体調が悪くなったとき

まずはかかりつけ医を受診

②かかりつけ医へ
病院、診療所（医科・歯科）

必要に応じて病院を紹介
（患者情報登録など）

③-1 紹介先の開示病院（急性期）

③-2 急性期病院からの転院など
（回復期病院）

入院や検査を行い、体調安定後
は、かかりつけ医へ
（カルテ情報など開示）

共有する情報（同意書必須）

カルテ 処方情報 検査画像 心電図
など

④再びかかりつけ医へ
病院、診療所（医科・歯科）

自宅療養の実施。通院、訪問
診療等を行う。

急性期の治療を終え、生活復帰に向
けた治療を実施。
安定後、かかりつけ医へ
（カルテ情報などの開示・閲覧）

⑤自宅での継続治療・療養
（患者・家族）

⑥連携機関がチームでサポート

共有する情報（同意書必須）

地域包括支援センター 調剤薬局

訪問看護ステーション

システム

ケアマネ、ヘルパー等

連
携

ふくいメディカルネット

（地域医療連携システム）
医療機関間の連携

連携

連
携

連
携

連
携

連携 かかりつけ医（両システムの連携）

必要に応じてSNSの情報を急性期病院などに
情報提供

「ふくいメディカルネット」と「ふくいみまもりSNS」の全体像 （イメージ）

患者メモ 画像、動画 予定管理など

特養施設・老健施設など

必要に応じて施設への入所
（ショートスティなどの利用）
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福井県全域で利用
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ふくいメディカルネットの範囲 ふくいみまもりSNSの範囲

なぜ、ふくいみまもりSNSが必要となるのか



第１回在宅医療シンポジウム「在宅医療が支える暮らし～住み慣れた地域の中で～」眞鍋課長資料より抜粋
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令和６年度診療報酬改定の基本的な考え方（医療密度により施設を選択する）

7対1病棟

地域包括ケア病床

なぜ、ふくいみまもりSNSが必要となるのか



4

なぜ、ふくいみまもりSNSが必要となるのか
～国の医療施設の転換について～

健康・医療・介護情報に関する安全・安心の情報基盤について

健康・医療・介護情報に関する安全・安心の情報基盤が整備されることにより、自らの情報を
基に、適切な医療・介護を効果的・効率的に受けることができること。

（基本的考え方）
○ ポスト2025年を見据え「治し、支える」医療や個別ニーズに沿った介護を地域で完結して受
けられる体制を構築していく中で、かかりつけ医機能を担う医療機関やその連携する医療機
関・薬局・介護施設等が、こうした健康・医療・介護情報を、本人の同意の下に一元的に把握
し、事務コストを削減しつつ、より質の高い医療・介護の促進のために活用していけることは、
極めて重要なことである。

在宅医療を担う人手が限られる中、今後さらに増えるニーズへの対応が必要

・今後、自宅での生活を望む人も増加していく中、在宅医療を支える担い手の確保はとても難し
く、今の体制のままでは今後、増加するニーズに対応することは難しい。医療機関だけの問題で
はなく、地域全体で在宅医療の体制を整えていくことが重要。

・その一つのツールとして“ふくいみまもりSNS”を有効活用していくことで少しでも連携のお役
に立つのではないかと考える。



①在宅患者メモ

・患者ごとに時系列でメモを表示。職種ごとにアイコンを設定し、誰がいつ書込みしたものかわかりやすく表示

・医師、訪問看護師、薬剤師、ケアマネジャーなどが在宅患者に関する治療やケア方針などに関する情報（メモ）を登録

・患者、家族等は別の在宅患者メモを利用（セキュリティの関係上、カルテ情報や検査結果は共有しない。）

②ファイル共有

・テキストだけではなく、写真、ムービー、音声データを登録するこができ、訪問した場合に近い、詳細な患者情報を伝達することが可能

・さらに、オフィス（Word、Excel、PowerPoint）データ、PDFデータも共有することができ、情報共有の質・量を充実

・患者、家族等とのファイル共有は別ファイルとする。これを用いてコロナ等新規感染症の対応を行う

④WEB会議システム

・メモ、ファイル共有だけでなく、関係者がリアルタイムで情報交換できるようにするためテレビ会議システムを導入

・在宅患者の容体悪化した場合などに医師がオンラインで訪問看護師などに救急処置等の指示をすることも可能

③スケジュール管理

・在宅患者の通院、介護サービス等の予定をカレンダー形式で登録

・患者のサービス予定日の共有

⑤テーマ機能

・チーム間で自由にテーマを作成でき、患者起点でない情報共有や意見交換することが可能

・ファイル共有が可能なため、意見交換をしながらドキュメント作成を行うことが可能

ふくいみまもりSNSの主な機能
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ふくいみまもりSNSの利用料金について（R7.2現在）

6

医療連携

（ふくいメディカル

ネット）

SNS連携

（ふくいみまもり

SNS）

料金
（税抜）

①医療機関
（医科、歯科）、薬局、老健

〇 〇 3000円/月

②医療機関
（医科、歯科）、薬局、老健

〇 - 3000円/月

③医療機関
（医科、歯科）、薬局、老健

- 〇 1000円/月

④その他の事業所
（訪問看護ST、居宅介護支援事
業所）

〇 〇 1000円/月

⑤その他の事業所
（訪問看護ST、居宅介護支援事
業所）

〇 - 1000円/月

⑥その他の事業所
（訪問看護ST、居宅介護支援事
業所等）

- 〇 500円/月

⑦患者・家族、ヘルパー、民生委
員、その他※1（支援学校、放課後
デイサービス）

- 〇 無料

※1：その他の部分は必要に応じて対象範囲の拡大を図る。

※：利用料は利用者単位ではなく、施設単位となります。（年一括払い）
※：ふくいメディカルネット（医療連携）に既に参加されている場合は、本機能に対して
の費用負担はありません。



在宅医療におけるICTを用いた連携の推進

➢ 在宅で療養を行っている患者等に対し、ICTを用いた連携体制の構築を通じて、質の高い在宅医療の提供を推進す
る観点から、医療・ケアに関わる関係職種がICTを利用して診療情報を共有・活用して実施した計画的な医学管理
を行った場合の評価、患者の急変時等に、ICTを用いて関係職種間で共有されている人生の最終段階における医
療・ケアに関する情報を踏まえ、療養上必要な指導を行った場合の評価等を実施。

在支診・在支病

在支診・在支病以外

の診療所・病院

介護保険施設等
連携する事業所等の職員

(新)往診時医療
情報連携加算

200点

ICTを用いた情報の共有 往診

緩和ケア病棟
緩和ケア病棟緊急入院初期加

算の要件緩和

200点（1日につき）

令和６年度診療報酬改定 Ⅱ－８ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保

※１調剤報酬の在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料の見直し

平時からの介護保険施設等の入所者に関する情報の共有※３

患者の急変時の対応方針等の共
有

※３定期的なカンファレンスを含
む

平時からの患者情報の共有

医療・ケアに関わる関係職種との
ICTを活用した情報の共有

(新)在宅医療情報連携加算 100点

末期悪性腫瘍患者の急変時のICTを用いて得られた人生の最終段階
における医療・ケアに関する情報等を活用した療養上の指導

(新)在宅がん患者緊急時医療情報連携指導料※2

200点

※２在支診・病以外の医療機関でも算定可能

(新)介護保険施設
等連携往診加算

200点

薬局

あらかじめ医師と処方内容を調整した場合の評価の追加※1

20～40点

在支診・在支病等
と平時からの連携
体制を構築してい
る場合の在宅療養
移行加算の評価の

見直し

116～216点
⇒116～316点

【厚労省資料】令和６年度診療報酬改定の概要 在宅（在宅医療、訪問看護）
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在宅医療におけるICTを用いた連携の推進①

➢ 他の保険医療機関等の関係職種がICTを用いて記録（以下、単に「記録」とする。）した患者に係
る診療情報等を活用した上で、医師が計画的な医学管理を行った場合の評価を新設する。

（新） 在宅医療情報連携加算（在医総管・施設総管・在宅がん医療総合診療料） 100点

［算定要件］（概要）
• 医師が、医療関係職種等により記録された患者の医療・ケアに関わる情報を取得及び活用した上で、計画的な医学管理を行うこと及び医師が診療

を行った際の診療情報等について記録し、医療関係職種等に共有することついて、患者からの同意を得ていること。

• 以下の情報について、適切に記録すること

○ 次回の訪問診療の予定日及び当該患者の治療方針の変更の有無

○ 当該患者の治療方針の変更の概要（変更があった場合）

○ 患者の医療・ケアを行う際の留意点（医師が、当該留意点を医療関係職種等に共有することが必要と判断した場合）

○ 患者の人生の最終段階における医療・ケア及び病状の急変時の治療方針等についての希望（患者又はその家族等から取得した場合）

• 医療関係職種等が当該情報を取得した場合も同様に記録することを促すよう努めること。

• 訪問診療を行う場合に、過去90日以内に記録された患者の医療・ケアに関する情報(当該保険医療機関及び当該保険医療機関と特別の関係にある
保険医療機関等が記録した情報を除く。)をICTを用いて取得した情報の数が１つ以上であること。

• 医療関係職種等から患者の医療・ケアを行うに当たっての助言の求めがあった場合は、適切に対応すること。

在宅医療情報連携加算の新設

令和６年度診療報酬改定 Ⅱ－８ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保－④

［施設基準］（概要）
(１) 患者の診療情報等について、連携する関係機関とICTを用いて共有し、常に確認

できる体制を有しており、共有できる体制にある連携する関係機関（特別の関係に
あるものを除く。）の数が、５以上であること。

(２) 地域において、連携する関係機関以外の保険医療機関等が、当該ICTを用いた情
報を共有する連携体制への参加を希望した場合には連携体制を構築すること。ただ
し、診療情報等の共有について同意していない患者の情報については、この限りで
ない。

(３) 厚生労働省の定める「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に対
応していること。

(４) (１)に規定する連携体制を構築していること及び実際に患者の情報を共有してい
る実績のある連携機関の名称等について、当該保険医療機関の見やすい場所に掲示
及び原則としてウェブサイトに掲載していること。

・診療情報、治療方針
・医療関係職種等が医療・ケアを行う際の留意事項
・人生の最終段階における医療・ケア等に関する情報

等の情報共有
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介護報酬改定関係

厚生労働省「令和６年度介護報酬改定における改定事項について」 抜粋
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介護報酬改定関係

⒀協力医療機関連携加算について

④ 「会議を定期的に開催」とは、概ね月に１回以上開催されている必要

がある。ただし、電子的システムにより当該協力医療機関において、当該施設の入居者の情報が随時確認できる体制

が確保されている場合には、定期的に年３回以上開催することで差し支えないこととする。なお、協力医療機関へ診

療の求めを行う可能性の高い入居者がいる場合においては、より高い頻度で情報共有等を行う会議を実施することが望まし

い。

厚生労働省 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービ
ス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年３月８日老企第40号厚生省老人保健福祉局企画課長通
知）（抄）」から抜粋

問３ 協力医療機関連携加算について、｢電子的システムにより当該協力医療機関において、当該施設の入居者の情報が

随時確認できる体制が確保されている場合には、定期的に年３回以上開催することで差し支えない｣とあるが、随時確認

できる体制とは具体的にどのような場合が該当するか。

（答） 例えば、都道府県が構築する地域医療介護総合確保基金の「ＩＣＴを活用した地域医療ネットワーク基盤の整

備」事業を活用した、地域医療情報連携ネットワーク（以下「地連ＮＷ」という。）に参加し、当該介護保険

施設等の医師等が記録した当該介護保険施設等の入所者の診療情報及び急変時の対応方針等の情報について当

該地連ＮＷにアクセスして確認可能な場合が該当する。

この場合、当該介護保険施設等の医師等が、介護保険施設等の入所者の診療情報及び急変時の対応方針等につい

てそれぞれの患者について１ヶ月に１回以上記録すること。なお、入所者の状況等に変化がない場合は記録を省略しても

差し支えないが、その旨を文書等により介護保険施設等から協力医療機関に、少なくとも月１回の頻度で提供するこ

と。

厚生労働省 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和６年３月 29 日）」から抜粋

ふくいみまもりＳＮＳの活用が可能
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今後の予定

軽微な改修について

⇒令和６年度介護報酬改定にて協力医療機関連携加算が新設されたことによる
対応を計画中

介護老人福祉施設や老人保健施設等と協力医療機関との連携体制を構築するため、
入所者や入居者の現病歴等の情報共有を行う会議を定期的に開催することを評価する
加算である。
「ＩＣＴを活用した地域医療ネットワーク基盤の整備」事業を活用した、地域医療情
報連携ネットワークに参加し、当該介護保険施設等の医師等が記録した当該介護保険
施設等の入所者の診療情報及び急変時の対応方針等の情報について当該地連ＮＷにア
クセスして確認可能な場合は定期的な会議は年３回以上でも可能」となっている。
そのことから、ふくいみまもりSNSを活用し、連携を行うことが可能となっている

が、患者登録ならびに紐づけ作業が現時点においては事務局側のみと権限となってい
る。また、SNSへの登録の際に同意書を取り、それを事務局へ送付するという作業も
必要となるため、施設関係者は非常に煩雑な事務作業が増えることが予想される。
よって、介護施設等に関する入所者についての患者登録と患者と利用者の紐づけ作

業は介護施設の管理者でも設定が可能な形に軽微な改修を図り、一層の利用拡大に繋
げていく予定。



R７年度予算申請に向けて
ふくいみまもりSNSの権限一覧

画面 イベント
事務局 参加施設

管理者 利用者 事業所管理者 利用者

マスタメンテナンス

メニュー[事業所一覧]表示 ○ × × ×

メニュー[スタッフ一覧]表示 ○ ○ ○ ○

メニュー[患者一覧]表示 ○ × × ×

メニュー[スタッフ一覧CSV出力]表示/取得 ○ × × ×

メニュー[患者一覧CSV出力]表示/取得 ○ × × ×

事業所一覧

事業所登録・編集・削除 ※他事業所も含む ○ × × ×

代表スタッフ再依頼 ○ × × ×

参照 ○ × × ×

スタッフ一覧

自施設のスタッフ登録・所属解除 ○ × ○ ×

自施設のスタッフ登録再依頼 ○ × ○ ×

自施設のスタッフ参照 ○ ○ ○ ○

（マスタメンテナンス)
患者一覧

患者登録 ○ × ×→〇 ×

患者参照 ○ × ×→〇 ×

チーム一覧

患者のチーム紐づけ追加・解除 ○ × ×→〇 ×

患者のチーム紐づけ情報参照 ○ × ×→〇 ×

患者/家族ログイン用アカウントの登録・解除 ○ × × ×

患者/家族ログイン用アカウントの再依頼 ○ × × ×

※上記の赤枠について軽微な改修を図る箇所

今後の予定
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最後に
～SNSを利用する上でまず大事な点は～

１
自施設の在宅患者全員についてSNSを利用する必要性は現時点ではないので
はないか

２
まず、大変有用であると思われる症例を選んで使用してみて、利用する
ことのメリットを体感していただくのがよいのではないか

３
その次に他の症例を選んで実感していただくことにより利用する範囲を
広げていっていただくのがよいのではないか、そして徐々に拡大して
いっていただきたい。そして重要なのは状態が安定している患者に関し
ては、訪問看護すれば毎回SNSに挙げる必要がない、変わりなければ変
化なしと記載するかパスし、必要なときに記載すればよいと考える

各種申請書・マニュアル、広報素材等は
ふくいみまもりSNSのホームページに掲載しています
https://www.fukui.med.or.jp/fukuimedical-net/sns/

４ 医師の指示がなくても訪問看護師やケアマネより本SNSのチームの作成
ができるように改訂された。不安定な患者さんについてはチーム作成を
積極的に行っていただきたい

https://www.fukui.med.or.jp/fukuimedical-net/sns/
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（参考）広報素材について（県民向け）
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（参考）広報素材について（事業所向け）



（参考）活用が予想される事例の紹介

電話やFAXではなく、SNS等の機能を活用して「患者さんの治療やケアの内容・状態」を共有するこ
とで、迅速な対応や治療、相談につなげることができる。

＜訪問診療を行っている患者が入院する場合のSNS等を活用した一例＞

中央社会保険医療協議会総会（第 557 回）より抜粋
17
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